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7月 末に提出されたマクミランとソーニクロフトによるPlan Gの採

用を提言する閣議覚書は,閣 議での議論に先立ち, 8月 1日 まず経済政

策委員会 (EPC)の 場において議論された。

EPCに 対してマクミランは 「将来の通商政策」と題する覚書も別途提

出していた。その中でマクミランは,オ ース トラリアとの小麦貿易問

題
①
を中心とした対コモンウェルス通商問題, ヨーロッパ共同市場間
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題,国 内農業への長期的な所得保障問題
②
の三つの相互に関連した問題

について近い将来に包括的な政策決定が求められると指摘していた。そ

の上で彼は,今 後の検討日程として,対 ヨーロッパ通商問題については

9月 末ワシントンで世界銀行総会後に開催予定のコモンウェルス蔵相会

議で何らかの説明をする,オ ーストラリアとの通商交渉もそれまでに再

開する,そ のためには少なくとも9月 第 1週 にはEPCで の詳細な検討

が必要であり, 8月 中には官僚による経済運営委員会 (ESC)で 各省庁

の見解をまとめた追加報告を作成する必要があると主張していた
③
。

EPCで はまず,マ クミラン提案の上記日程は特に異論もなく承認され

た。ついで先に提出された EI作 業部会作成報告書を骨子とする二つの

閣議覚書 (CP(56)191お よび 192。第3章 第9節 参照)に ついて全般的

議論がなされた。まず発言したのはソーニクロフトで,彼 は農業分野を

除外するOEEC諸 国による自由貿易地帯というPlan Gの概略を説明す

るとともに,大 陸の通商ブロック形成の動きは (フランスの非協力的姿

勢のために失敗するかもしれないが)「強固な政治的感情的支持」を得て

いる,他 方,オ ーストラリアに代表される帝国特恵修正を求める動きも

強まりつつある, ヨーロッパでの通商上の主導権と帝国特恵の双方を喪

失することを回避するには,イ ギリスは今イニシアチブを示さなくては

ならないと力説した
の
。

引き続く議論の中で閣僚達は,ソ ーニクロフトの求めるイニシアチブ

の一般的な必要性は支持したが同時にいくつかの問題点も指摘した。す

なわち,農 業分野を除外する自由貿易地帯に参加したとしても,事 後に

農業分野の包合の圧力が生じることは必至ではないか ? そ のような圧

力に抵抗しながら同時に国内農業を保護し, さらにコモンウェルス諸国

からの対イギリス農産物輸出,特 に小麦と肉類の輸出増大の機会も提供

する余地はないのではないか ? イ ギリス国内産業界への影響の慎重な

検討が必要ではないか ? と いったものである
③
。
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これらの疑間に対しては, 自由貿易地帯形成によるヨ
ーロッパ市場の

拡大と成長そのものがコモンウェルス産原材料への需要増大の効果を持

つのではないか,西 ヨーロッパ諸国との競争に打ち勝つことはイギリス

産業の長期的な将来のためにはいずれ不可避ではないか, といった反論

がなされた。また現在ヨーロッパの進路は不明瞭であり,イ ギリスによ

る決定的なイニシアチブの提示は大きな政治的影響力増大を期待できる

のではないか,そ して, 自由貿易地帯形成の持つ政治的な意義を強調す

れば,自 由貿易地帯参加への予想される反発 一 帝国特恵の信奉者,労

組,特 定産業などからの 一 に 対抗できるのではないかといった指摘

もなされた
⑥
。

結局, 8月 の夏期議会休会を控えていることもあり, この時点では間

題点を掘り下げる本格的議論はおこなわれず,マクミランの提案により,

自由貿易地帯構想へのコモンウェルス,合 衆国, ヨ
ーロッパ諸国の反応

がいかなるものとなるか,EI作 業部会中間報告を送付して各国駐在高

等弁務官もしくは大使による評価を求めること, 8月 末にはESCで 官

僚レベルの検討をおこない, 9月 第 1週 に追加報告の検討をすることの

みを決定した。ただしマクミランは, 自由貿易地帯形成は容易ではない

が,「我が国の経済的地位,政治的地位を長期的に維持する手段としては

それにかわる選択肢は存在しない」と付け加えることも忘れず,彼とソ
ー

ニクロフトの選好が Plan Gの採用にあることを明らかにしていた
゛
。

翌日開催された閣議でこの決定は追認され,CP(56)191お よび 192

については,当 面閣議での議論は延期する,そ の間,意 見のある閣僚は

蔵相と商相に各自見解を送付するものとするとだけ決定された
③
。さら

に8月 9日 には首相と主要閣僚による通商政策についての臨時間僚会議

においても, 9月 末のコモンウェルス蔵相会議でPlan Gについて説明

することができるように9月 初めに閣議での検討を再開することが再確

認された
゛
。
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閣僚の中で最初に意見書を提出し,Plan Gへの反対意見を開陳したの

は,マ クミランの前に蔵相を務め,55年 中メッシナ提案に対して消極的

な姿勢を示していた国璽尚書バ トラーであった。

8月 9日 バ トラーはマクミラン宛に 「連合王国の通商政策」と題する

長文の覚書を送付し,同 時に,イ ーデン,ソ ーニクロフト, ヒューム,

ヒースコー ト=ェ イモリ,植 民相レノックス=ボ イド (Alan Lennox―

Boyd,the Colonial Sёcretary)にも同報した
l109。

バ トラーは,Plan Gに ともない予想される問題として,完 全雇用政策

への影響,国 内農業保護への影響,ポ ンドの国際通貨としての地位への

影響,な し崩し的な大陸との政治的統合の進展の危険, コモンウェルス

諸国との連帯を弱める危険の五つの点を指摘していた。

完全雇用については,イ ギリス産業界への保護の喪失は特にドイツと

の競争を激化させ,完 全雇用政策に打撃を与えるのではないか,そ して

それは国内政治上の好ましくない影響,す なわち保守党への支持の減少

をもたらすのではないか, というのが彼の懸念であった
m)。

国内農業についてバ トラーが危惧したのは, コモンウェルスの一部へ

のヨーロッパに対して工業製品特恵マージンの減少への補償をするため

に,あ るいはヨーロッパの農業輸出国からPlan Gへの支持を得るため

に,国 内農業への保護が縮小されることによる保守党への支持の減少の

可能性であった。当時政府は農業法改正による農民への長期的な所得補

償政策見直しのための交渉をおこなっていたが,バ トラーの見解では次

回総選挙の勝敗は 「農業選挙区に依存」しており,Plan Gの 公表は 「破

滅的」な政治的結果となると考えられたのである
l121。

ポンドヘの影響についての懸念というのはすなわち,49年 秋以降アト

リー労働党政権下でイギリス政府に正式に採用され,引 き続くチャーチ
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ル政権以降も,戦 後保守党政権の基本的対外経済政策の基盤となってい

た,そ してバ トラー個人も蔵相在任中に深くコミットしていた,“one

world philosophy"(とバ トラーはこの文書で表現していた)へ の悪影響

であった。
“
one world"政策は,IMG=GATT体 制に基礎をおく単一の

国際貿易 ・決済システムの中で,イ ギリスを中心とするポンド決済圏で

あるスターリング地域の結束を維持したまま,ポ ンドの対 ドル交換性を

回復し,国 際通貨としての強いポンドの地位を構築することを目指す政

策であり,Plan Gに よる大陸諸国との特恵的基盤での通商関係の強化

は,長 期的には世界を複数の貿易ブロックヘと分裂させ,こ の政策を阻

害するのではないかとバ トラーは懸念したのである
C131。
同様の懸念は相

前後してイングランド銀行総裁からもマクミランのもとに寄せられてい

た
→゙
。

過度の統合進展への懸念は,い わゆる 「滑りやすい下り坂」(“slip―

pery slope")論
⑮ と言うべきものであり,メ ッシナ構想は直接には共

同市場形成という経済統合のイニシアチブであるが,そ の基本的動機は

政治的なものであり,究極の目標は超国家主権的な政治統合であるとい

う認識に基づき,Plan Gにより共同市場と関わることによリイギリスが

そのような過度の統合に巻き込まれる危険があるのではないかという主

張であった
°゙
。これはその具体的可能性というよりも,理 念としての連

邦主義的統合への嫌悪感に基づくものというべきであり,コ モンウェル

スの盟主であり,ア メリカとの特別な関係を保有し,大西洋同盟の中心

に位置すると自認するイギリスの 「世界的大国」たる地位への自尊心に

由来するものであった。そのような自尊心はPlan Gの提唱者たるソ
ー

ニクロフトやマクミランにおいても変わるところはなかったのである

が,彼 らは大陸の統合運動を自らの指導下に制御できると (楽観的に)

考え,ま たそうしなくては長期的なイギリスの大国たる地位の維持は困

難になるという (悲観的な)見 方をとったのに対し,バ トラ
ーは,統 合
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への圧力は,特 にヨーロッパの政治的統合を強く支持するアメリカなど

外部からの影響を受けた際に抵抗不可能にまで高まる危険があると (悲

観的に)考 え,無 用なリスクを犯すことなくともイギリスの大国たる地

位には影響 しないと (楽観的に)考 えたのである。

そのような長的的なイギリスの地位への楽観視は,帝 国特恵への信頼

にもあらわされ,帝 国特恵は崩壊しつつあり,新 たな通商政策によるそ

の代替が必要であるというソーニクロフトらの議論に対してもバトラー

は疑間を呈し,多 くのコモンウェルス諸国が嫌悪するであろうPlan G

の採用はむしろコモンウェルスの政治的結束を弱め,そ してイギリスの

世界的地位にも悪影響があるのではないかと現状維持を提言してい

た
の゙
。

最後にバトラーはこれも55年に蔵相として彼がメッシナ提案に最初

に接した際以来抱いていた,そ もそも共同市場は形成される可能性が高

いのかどうか疑間であるという懐疑的見方を示し,ス パークやベイアン

のような人物が政治的に大きくコミットしていることがメッシナの成功

を保証するものではない,フ ランスの対応は怪しいものだし,エ アハル

トの反応からいってもドイツが真剣にコミットしているかは疑わしいと

述べ,そ のような不安定な推測に基づき,Plan Gのような,い ったん提

示したらヨーロッパ側からの批判を受けることなくしてイギリス自ら取

り下げることのできない構想にコミットする,彼の表現で言えば,「ルビ

コン河を渡り我が国の利害をヨーロッパに集中させコモンウェルスとの

紐帯を弱体化させる傾向のあるこの新たな政策分野に踏む込む」前に,

「極めて慎重な考慮をおこなう必要がある」と述べていた
l181。

首相イーデンがこの問題に積極的関心を示していない状況で,バ ト

ラーという最重要閣僚からの直接かつ詳細なPlan Gへの反対論の提示

は,マ クミランに危機感を持たせたようであり,彼 は閣僚間の支持拡大

のための個人的な働きかけをおこなった。8月 12日には, 7月段階で
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は閣内でも最 も強硬な反対論者であった教育相エックルズに対 して,

EPCに おいて,Plan Gは 単なる経済面のイニシアチブを示すにとどま

らず,国 内外に与える 「劇的」な政治的アピールとしてのメリットもあ

ることを強調する文書の作成 ・提出を依頼する書簡を送り,そ の支持を

とりつけることに成功していた
"゙。

一方,バ トラー覚書への直接の反論はソーニクロフトによってなされ

た。8月 23日彼はバ トラーに書簡を送り (首相その他主要閣僚にも同

報),指 摘された問題点に逐次反論した。

まず完全雇用については,そ の維持のためには需要水準の維持が必要

であるが,そ のためには主要な競争国であるドイツとの政策協調が求め

られ,Plan Gは その機会を提供する,さ らに,完 全雇用にはイギリス産

業側の柔軟性も必要であるが,大 陸市場での競争機会の増加はむしろこ

の点での改善要因となる,そ して,個別産業について見ると過去 10年間

にイギリス国内で起きた産業と雇用の分布推移は十分大きなものであ

り,Plan Gに よるヨーロッパ向け関税の漸減が比較して特に過大な変動

をもたらすとは考えられない,関 税操作による個別産業の保護は困難に

はなるが,それは競争相手となるヨーロッパ諸国においても同様である,

と反論された。農業については,Plan Gの採否に関わらずヨ
ーロッパに

おける農業貿易拡大の圧力は存在するし,Plan Gの提示により新たに国

内政治上困難な農業開放へのコミットメントを受け入れる必要はない,

それに他のヨーロッパ諸国も一定の保護は必要としているので理解は得

られる, と指摘された。ポンドの国際的地位については,対 ヨ
ーロッパ

貿易の増大はむしろポンドの決済通貨としての利用拡大をもたらすはず

であるし,自 由貿易地帯の形成はヨーロッパとの間の関税数量規制の廃

止を意味するのであっても貿易規制の増大ではない,ま たイギリスと

ヨーロッパ全体の国際競争力を増大させることにより世界規模での貿易

自由化をむしろ促進させる効果があり,“one world"政策に対立するも
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のではない, とされた。社会政策の調和や超国家主権的統合への圧力に

ついては,確 かにそうした圧力は増大するであろうが,Plan Gは 「先験

的に」そのような統合の進展を受け入れるものではないとされた。コモ

ンウェルスとの関係については,ヨ ーロッパの安定やドイッの台頭抑制

はコモンウェルスにとっても利益であり,イ ギリスはそのためにもリー

ダーシップを発揮すべきであるとされた。共同市場成功の可能性につい

ては,イギリスによる積極的な支援に与りむしろ成功の可能性は高まる,

Plan Gがない場合にありうるのは部分的な共同市場の形成という中途

半端で混乱した状況である,イ ギリス抜きでの共同市場の失敗も成功も

どちらもイギリスにとっては望ましくないとされていた
の゙
。

8月 23日にはマクミランの依頼に応えたエックルズの覚書がEPCに

提出されたもその内容は,世 界規模での高度な技術に依存した産業競争

の激化の中でイギリスが単独で達成できることは限られており,大 陸諸

国に対してリーダーシップを発揮し, リソースを共有することなくして

一流国としての地位は維持できないし,そ うしなければ西ヨーロッパは

ドイツかソ連に支配される危険がある,「イギリスの対外影響力の再生

のための行動としてPlan Gを採用しなくてはならない」として,Plan G

の長期的な政治的効果を重視することを求めるものであった。農業につ

いては,西 ヨーロッパ諸国はむしろ農業の除外に安堵するであろうし,

イギリスが西ヨーロッパにおいてリーダーシップを発揮するという政治

的利益のためであれば, コモンウェルス諸国も多少の犠牲は受け入れる

はずであり,国 内農業に不利益な譲歩を求められる危険はないと述べら

れていた。そしてイギリス産業への打撃については,関 税によって例え

ば自動車産業を永遠に守ることはできないのであり,む しろできるだけ

早く大陸との競争にさらされる方が望ましいとされていた
い゙
。

(80)



自由貿易地帯構想とイギリス

3

8月 1日のEPC決 定を受け, 8月 22日 を回答期限として,OEEC諸

国,合 衆国, コモンウェルス諸国駐在のイギリス大使 ・高等弁務官に対

して,Plan Gに対する各駐在国の予想される反応を問い合わせる書簡が

8月 3日付で発送された
の゙
。

この問い合わせへの回答は8月 中旬にほぼ出そろった。まず,OEEC

駐在イギリス代表エリス=リ ースからは,Platt GはOEECを 強化し,

6カ 国による差別的通商ブロック形成を防止する効果が期待され,

OEEC諸 国の大半はPlan Gを歓迎するであろうとの楽観的な観測が届

ぃた
1231。
個々の OEEC諸 国駐在大使達からの回答も,オ ランダ,イ タリ

ア,デ ンマークとぃった農業輸出国については,農 業の除外について不

満が示されるであろうとの指摘がなされていたが,全 体としては, フラ

ンスを除くメッシナ諸国についても,そ れ以外の国々についても, 自由

貿易地帯形成により,イ ギリスを含むOEEC諸 国が,共 同市場と制度的

協力関係を構築することの政治的意義が評価され,個 別の通商上の利害

を超えた支持が獲得できるだろうという回答が得られていた
僻)。

ただ,イ ギリス政府として特にその反応を重視していたフランスにつ

いては,駐 フランス大使ジェップにより賛否両論の反応が想定されてい

た。政治的には,Plan Gは ドイツの西側への拘束を強めるものとして支

持される可能性もあるが,同 時に共同市場にかわる代替選択肢としてと

らえられ,共 同市場への支持を弱めるものとして反発を受ける可能性も

あるとジェッブは指摘していた。また経済的側面についても, フランス

国内の共同市場支持者達は,フ ランス経済が共同市場による競争激化に

対応したものではないことを認め,特 別の配慮を他の5カ 国に要求して

いるが,Plan Gは,フ ランス産業界をさらに過酷な経済競争にさらすも

のとして反発を受けるかもしれないとジッェッブは述べていた。農業の
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除外については,イ ギリス農業市場への参入拡大を求める勢力からは批

判を受けるであろうが,同 時にフランス国内の農業保護派からは,む し

ろ歓迎されるかもしれないと指摘されていた。いずれにしても, フラン

スの反応は単純に好意的なものとなるとは全く想定されておらず,

ジェッブは, 自由貿易地帯へのフランスの参加を確保するためには,フ

ランス以外の11カ国が結束して,共 同で 「ビストルをつきつける」必要

すらあるかもしれないと述べていた
9゙。

コモンウェルス諸国の中でも,そ の予想される反応が特に重要であっ

たのは,当 時通商交渉が進行中であったオーストラリアであるが,キ ャ

ンベラの高等弁務官からは,オ ース トラリア政府からはPlan Gに対し

て消極的賛成しか期待できないであろうという回答が寄せられた。農業

を除外することにより実際にはオーストラリアにとってほとんど不利益

は生じないのだが,現 状での小規模な対イギリスエ業製品輸出への打撃

ですら批判される可能性があり,短 期的にはポンドヘの信頼は揺るがな

いであろうが,Plan Gの政治的な意図が長期的なヨーロッパヘの接近強

化と解釈されれば, コモンウェルスの連帯への信頼が揺らぐ可能性があ

ると高等弁務官は指摘していた
°゙
。

また駐米大使メイキンズ (Sir Roger Makins)から寄せられた合衆国

政府の予想される反応についての回答も,EI作 業部会中間報告の想定

を楽観的すぎると指摘し,ア メリカ政府からは 「積極的支持」も,「積極

的反発」も示されないであろうとするものであった。メイキンズはまず,

Plan Gによるヨーロッパ域外からの工業製品輸出への恒常的差別状態

の形成は,第 一に合衆国を対象としたものになるはずであり,ア メリカ

産業界の大半はその点に不満を抱くであろうと述べていた。その上で彼

は,国 務省はヨーロッパ統合の進展に寄与するものとしてある程度の支

持は示すだろうが,アメリカ政府全体から見て,Plan Gにはその差別的

性質を上回るほどの政治的魅力はなく,共同市場に対するような強固な
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支持は得られないであろうとし,最悪の場合,帝国特恵。国内農業保護・

対米貿易差別の全てを維持しようとする計画であると解釈される危険も

あると指摘していた。ただし彼も,農 業を除く自由貿易地帯形成がイギ

リスとして可能な対ヨーロッパ経済協力の限界であることを強調すれ

ば,ア メリカ政府の理解は得られるかもしれないと述べ,イ ギリス政府

として特に必要と考えるならPlan Gの追求は可能であろうと述べてい

た。またメイキンズは,56年 は大統領選挙の年であり,11月 までアイゼ

ンハヮー政権が真剣な検討はおこなわないものと考えるべきであるとも

指摘していた
9)。

4

EI作 業部会中間報告を補完するものとしてEPCに より作成が求めら

れた追加報告は,8月 3日 以降,EI作 業部会の構成を若干拡大する形で

改組してESCの 下に設けられた 「ヨーロッパとのより緊密な経済的協

力関係についての小委員会」(ESC Sub―Committee on Closer Economic

Associadon with Europe)(ES(EI)小 委員会)に より検討されていっ

た。第一回会合ではさらなる検討課題として,以 下のような点が指摘さ

れた。まず,農 業のPlan Gからの除外は,関係諸国の反応次第で修正を

迫られる可能性もあり,農 業分野でヨーロッパにおいていかなる通商面

での協力が可能かを検討すべきであるとされた。またEPCで はコモン

ウェルス農産物の対英輸出拡大のための方策検討も求められており, こ

の点もPlan Gについての追加報告とは別途,検 討報告すべきであると

された。その上で,Plan Gそ のものについては,閣 僚の一部から示され

た危惧を払拭するために,完 全な政治的統合に至ることを目指すもので

はないことを強調する必要があると確認され, さらに日程の問題につい

て,閣 僚達が原則的にPlan Gに同意するならば,コ モンウェルス諸国と
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の協議を開始し,秋 には議会で構想を正式に公表し,次 いでイギリス産

業界と協議をする,そ の後年末に完成予定の OEEC第 17作業部会 (第

3章 第 7節 参照)に よる共同市場 とOEEC諸 国の協力関係のあり方に

ついての報告の検討とからめる形で OEECに 詳細案を提示する, とい

う手順とすべきであろうとされた
1281。

追加報告書で特に強調すべきとされたPlan Gとヨーロッパ統合運動

の関係については,外 務省により分析がおこなわれた。8月半ばにES

(EI)小委員会のために作成された外務省西欧局覚書は,当 面はPlan G

により急速に過度な政治的経済的な統合へと至る危険はないが長期的に

はそういう傾向が生じることは否定できず,大 西洋同盟とコモンウェル

スの双方での中軸的地位というイギリス外交の基本路線を維持するため

には,Plan Gと並行してコモンウェルス諸国への経済的な補償をおこな

うとともに,合 衆国に対しては政治的協力の増大によって対応すべきで

あると指摘されていた
の
。より具体的には,Plan Gによる経済的なヨー

ロッパヘの接近を補完するために,ア メリカの参加する機構である

NATOの 持つ大西洋横断的な協力機関としての機能を政治的方面にも

拡大するべきであるという提案であり,これは,56年 前半,Plan G形成

過程と並行して進行していた大西洋官僚委員会 (AOC)で の検討で示さ

れていた外務省の主張と同じものであった
°゙
。Plan Gの持つ差別的性

質をアメリカ政府に受け入れさせ,イ ギリスを他のヨーロッパ諸国と区

別するアメリカとの特別な関係を維持するには,ポ ンド交換性回復やド

ル製品輸入自由化の促進といった経済面での保証だけでは不十分である

というのが,外 務省の考えであった
D゙。

ES(EI)小委員会による追加報告書は8月 31日付でESCに 提出され,

9月 3日 ESC内 の臨時委員会 (GEN.549)で の議論を経て細部を修正

された後,EPCに 提出された。追加報告書は,Plan Gの政策的側面につ

いての追加的検討と関係各国駐在大使 ・高等弁務官からの回答について
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の検討を主な内容とし,五 つの課題に分けて検討と提言をおこなってい

た。

第一に検討されていたのは,「産業保護喪失のイギリス経済への影響」

であり,全 体的には,市 場規模の拡大による輸出機会の拡大,そ れにと

もなうヨーロッパ域外との競争力向上という利益に対して,競争増大に

よる特定の国内産業への打撃という不利益があげられていたが,具体的

な影響は個々の業界の柔軟性に依存するものであり,予測困難であると

されていた。市場規模の拡大については,51-55年にOEEC諸 国が32%

の工業生産成長を遂げたのに対してイギリスのそれは 17%で しかな

かった点が指摘され, ドイツに牽引される大陸市場の高い成長率が, 2

億 5千万人の人口という物理的な規模の拡大に加えて自由貿易地帯形成

の大きな魅力とされていた。バ トラーが懸念した完全雇用については,

追加報告書は,自 由貿易地帯形成により直接影響を受けるのは労働人口

の3分 の 1程度であろうと推定し,特 に大きな打撃が予想される産業と

して一部の機械 ・化学産業をあげていたが,大 半の産業については予想

は困難であり,い ずれにしても市場拡大により経済成長が持続する限り

は産業と雇用の調整は大きな問題とはならないであろうと述べてい

た
a゙。

農業分野への影響も報告書の第一部で言及され,Plan Gとは別にヨー

ロッパに対して長期的な農業面での譲歩を提示するという可能性につい

ては,コ モンウェルス諸国と国内農業に配慮する限り,対 応の余地はほ

とんどないとされていた。当面,OEECで の農業貿易拡大のための議論

についてイギリス政府は今後も支持を継続すると一般的な形で表明する

しかないであろうが,あ くまでも具体的対応が要求された場合は,イ ギ

リス政府として国内農業生産を過剰に刺激するつもりはないとまでは表

明してもよいのではないかというのが,小 委員会の提言であった
1331。

第二に検討されていたのが,「Plan Gのポンドヘの影響と戦後の対外
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経済政策の基本路線との両立可能性」であり, まずイギリスが抱える問

題 として,イ ギリスの対 OEEC貿 易は貿易全体の 25%で しかないが

メッシナ諸国の場合は 75%を 占めていること,帝 国特恵の存在,ポ ンド

の国際通貨としての性格,イ ギリスの対外債務の大部分がポンド建てで

あること (世界の全ポンド保有は 41億 ポンド,植 民地は 13億 ポンド,

自治領諸国は 12億 ポンド,OEEC諸 国は2億 8千 万ポンド,国 際機関

が4億 7千万ポンド,そ の他8億 5千万ポンドという内訳であるが,イ

ギリスの金ドル備蓄は8億 5千 400万ポンドでしかない)と いった特殊

要因が指摘されていた。そのような条件下での戦後イギリス対外経済政

策の主要目的は,世 界規模での最大限の貿易 ・金融の自由化,ポ ンドの

強化と交換性回復,帝 国特恵の維持,IMF=GATT体 制の遵守であり,

政治的には, ヨーロジパにおける超国家主権的統合への参加の回避, コ

モンウェルスとの紐帯の強化,対 米政治 ・軍事同盟に不利益をもたらさ

ないような経済政策の調整が要請され, ドル地域と非ドル地域の間の経

済的分裂を回避することが重要な目標であるとされていた。その上で,

追加報告書は,Plan Gは地域的閉鎖的通商ブロックの構築を目指すもの

ではなく,既 存のポンドを強化するという政策の継続であり逆転ではな

い,Plan Gによリイギリス経済の成長がもたらされれば,ポ ンドの地位

は強化され,交 換性回復は妨げられないし,“one world"政策の下での

対ドル地域貿易差別の除去,世 界規模の貿易自由化政策へのコミットメ

ントは継続できる,と 述べていた
→゙
。

第二に検討されたのは,「Plan Gによりさらなるヨーロッパとの経済

的政治的統合へと追いやられるか否か」という問題であり,組 織面では

自由貿易地帯運営のためには超国家主権的組織は必要ないが,イ ギリス

の自由貿易地帯参加によリヨーロッパ諸国からはイギリスのリーダー

シップの下でのヨーロッパ統合の推進を求める傾向が強まるだろうし,

アメリカからの統合参加への圧力増大も予想されると報告書は認めてい
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た。しかし, ヨーロツパ諸国もコモンウェルスとの紐帯を喪失すること

によるイギリスの国際的地位の低下には利益を見いださないはずである

し,他 のヨーロッパ諸国と同列の地位に甘んじることによリアメリカに

とっての同盟国イギリスの重要性の認識の低下を招いてはならないと報

告書は指摘し,統 合への圧力をかわすためのヨ
ーロッパ,ア メリカ双方

に向けての具体的な対応を提案していた。ヨ
ーロッパに対しては,産 業

コスト平等化のための社会政策の調整要求がフランスから出た場合は,

少なくとも形式的な対応でフランスの体面を満足させる
一方で,OEEC

を通じて各種ヨーロッパ機関の議会的機構を統合整理するという提案を

提示することにより大陸諸国を満足させる,ア メリカに対しては,基 本

的にはイギリスが自由貿易地帯参加により経済力を強化し, ドイツとの

競争に対抗することが,ア メリカにとっての同盟国としてのイギリスの

価値を高める最良の方法であるが,よ り具体的にはNATO理 事会での

政治問題の協議の拡大などによっても英米協力の拡大は可能であるとい

うのが報告書の提案であった
8つ
。

第四に検討されたのが,「コモンウェルス,ヨ
ーロッパ,合衆国政府の

予想される反応」であり,す でに触れた8月初めの問い合わせ回答を要

約したものであった。まずコモンウェルス諸国については,ス タ
ーリン

グ地域内諸国に関しては,オ ーストラリアについては小麦輸出,ニ ュ
ー

ジーランドについては肉輸出について,可 能な範囲での
一定の補償的措

置が求められるであろうがそれは対応可能であり,そ の他諸国には基本

的に通商上の大きな不利益は生じず問題も生じないであろうと指摘され

ていた。対照的にスターリング地域に属さないカナグについては,報告

書は強い批判が予想され,北 米ドル地域からの輸入への差別的数量規制

の撤廃が代償として要求されるであろうと述べていた。ヨ
ーロッパ諸国

について,メ ッシナ諸国ではドイツ,オ ランダ,ベ ルギ
ー,ル クセンブ

ルク,イ タリアはイギリスのヨ
ーロッパ接近に満足し,農 業の除外など
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の留保を最終的に受容するであろうとされ,フ ランスは共同市場にも自

由貿易地帯にも進んで参加はしないであろうが,必 要ならばフランス抜

きでも自由貿易地帯を形成するとして他国が結束すれば参加は拒めない

であろうとされた。その他のOEEC諸 国については,ス カンディナビ

ア諸国も最終的には参加するであろうし,ス イス,オ ーストリアも同様

であろうとされた。農業の除外については,デ ンマーク,オ ランダ,イ

タリアについて問題が生じるであろうが,乗 り越えがたい障害となるこ

とはないであろうとされ,報 告書第一部にもあったように別個に農業間

題についての交渉に協力する姿勢を示せば大きな譲歩なしですむであろ

うとされていた。アメリカの姿勢については,駐 米大使からの報告その

ままに,Plan Gは中間報告で想定したほどの歓迎はされないが許容はさ

れるであろうとされ,Plan Gが,イ ギリスとして可能な唯一のヨーロッ

パ統合への貢献策であること,世 界規模での貿易自由化に資するもので

あり,“two worlds"構築を目指すものではないことを強調する必要が

あるとされていた
ω゙
。

最後に検討されたのが,「採用の場合の今後の日程と提示方法」であり,

対外的にはまずコモンウェルス蔵相会議で説明し,10月 中コモンウェル

スとの協議を進め,そ の後で最終的な閣議決定をおこなう, 9月末以降

OEEC第 17作業部会で自由貿易地帯構想検討作業も開始されるが,こ

れに積極的に参加できるように閣議決定を間に合わせるべきであるとさ

れていた。さらに報告書は同時に合衆国政府との間で官僚レベルで試行

的な協議を開始することが望ましいとしていた。国内的には,産 業界 ・

労組・農業団体とは非公式の協議をすすめ,11月 初めまでには必要な情

報を獲得し,そ の時点でPlan G採否の最終決定をおこなうべきである

とされていた
づ
。
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5

9月 3日 の ESC臨 時委員会会合において追加報告書は了承され,

ESC委 員長名による,検討の際に重視すべき点をまとめた覚書を添付し

てEPCに 提出された。ESCが 閣僚に対してまず注意を喚起したのは,

Plan Gが長期的なコミットメントであるという点であったが,よ り短期

的かつ具体的注意点としては以下の点が指摘されていた。すなわち, コ

モンウェルスの反応 (わずかな特恵の喪失もすでに不安定になりつつあ

る帝国特恵を危険にさらすかもしれない),対 ドル地域向け貿易障壁削

減の継続の必要性 (カナダと合衆国は
“
one world"政策へのコミットメ

ントに疑念をいだくかもしれない),ポ ンド債務保有国に対するポンド

ヘのコミットメントの明示,野 党も含めた国内団体との充分な事前協議

の必要性 (産業への保護喪失は,経 済的というよりも特定の分野 ・地域

での政治的問題となる可能性がある)な どである。農業に関しては, 8

月 1日の EPCで の議論では,Plan Gと ともに対オース トラリア通商交

渉,国 内農業保護の問題を合わせて検討することが要請されていたが,

ESCは ,オ ーストラリアに関しては小麦輸入枠保証で合意形成は可能で

あるし,国 内農業についても大幅な生産増大を保証しないのであれば問

題は生じないであろうから,Plan Gの採否の決定の際に考慮する必要は

ないと勧告していた。ただし,今 後 Plan G交渉過程で農業面での譲歩

への圧力が高まってもイギリスには譲歩の余地がほとんどないことは理

解しておく必要があるとも指摘されていた。Plan G採用の際の対外的

な提示の方法については, フランスがいかなる反応を示すか,交 渉成功

の可能性がどの程度のものになるか次第で望ましい対応は変わってくる

と指摘されていた。フランスの妨害によりPlan Gが失敗する可能性を

重視するならば,大 規模なイニシアチブとして対外的に公表するよりも

OEEC作 業部会での検討が進捗 して自由貿易地帯成功の可能性が高

(89)
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まってから政府としての姿勢を明示する方が望ましいのではないかとい

うのがESCの 提言であった。閣僚達があくまでも明確なイギリス政府

のイニシアチブとして公表することを望むならば,ESCも その選択肢を

排除はしていなかったが,そ の場合には11月初めまでにおこなうべき

であり,時 間を節約するためにもコモンゥェルス蔵相会議前にコモン

ウェルス諸国に対してPlan Gの骨子を説明するべきであろうとされて

いた
い゙
。

こうして9月 初めの時点で,官 僚レベルでのPlan Gについての56年

初め以来の基本的検討作業はほぼ終了し,以 後,閣 僚レベルでの判断に

自由貿易地帯構想の採否は委ねられることになったのであるが,最 も議

論になったのは, コモンウェルスとの関係および国内農業との関係 (特

に前者)で あり,コ モンウェルス関係相ヒュームからはPlan Gへの強い

反対論が展開され,農 水食料相ヒースコート=エ イモリからは国内農業

保護の保証が改めて要請された。

9月 3日 , ヒュームはマクミランおよび他の主要閣僚に書簡を送り,

コモンウェルス諸国は現在のような農業製品や原材料だけでなく将来的

には工業製品の対イギリス輸出増大を求めているし,長期的にはカナダ,

オーストラリア,ニ ュージーランドやアジア ・アフリカのコモンウェル

ス市場の輸出市場としての拡大の見込みは高いとして,Plan Gに よる

ヨ‐ロッパ諸国に対しての工業製品分野での特恵マージンの削減ないし

消滅は長期的な対コモンウェルス通商関係を損なうものであると強く抗

議した。また彼は,ス パークらの目的は政治統合にあり,Plan Gは その

圧力を増大させ,当 面は農業除外で合意できてもその後,農 業を含む自

由貿易地帯形成への圧力が高まることが予想されるとも指摘し,少 くと

も,第 三国からのイギリス市場への肉類輸入への関税付加と果物などの

輸入制限強化といった形でコモンウェルス諸国への農業貿易面での保障

措置が与えられないのであれば,コ モンウェルス諸国からのPlan Gへ

(90)
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の同意は得られないであろうし,彼 としてはPlan Gの採用には反対せ

ざるを得ないと主張した
r391。

同自,ヒ ースコート=エ イモリもバ トラー以下主要閣僚に対して書簡

を送っており, こちらは,国 内農業は今後も生産効率の増大が予想され

るので,農 民に対して所得水準を保証するならば,生 産水準の増加を許

容せざるを得ないと指摘し,ヨ ーロッパおよびコモンウェルスからのイ

ギリス市場への農産物輸入拡大は不可能であると指摘していた。コモン

ウェルスに向けた最大限可能な譲歩は,今後意図的に小麦増産をしない,

肉類に対しての関税を増大するといった程度であり,そ れ以上の追加的

農業譲歩はないという点が Plan G採用の際の絶対的条件であると彼は

主張していた
にの
。

9月 5日 にEPCに おいて約 lヶ月ぶりに閣僚達によりPlan Gについ

ての直接の議論がおこなわれた。会合ではまず,ソ ーニクロフトにより

追加報告書の内容が説明され,ヒ ュームはコモンウェルスに対してどの

ような経済的代償が提供可能か判明するまでは判断を留保するという姿

勢をとったが,他 の閣僚達はコモンウェルス ・保守党 ・労組に自由貿易

地帯形成の長期的利益を納得させるのは困難であることは確認したが,

Plan G採用によリイギリスの経済的利益は促進され,そ れ以外に同様の

可能性を持つ針路はないという点で合意した。この場で Plan Gへの反

対論を説得するために新たに提示されたのは, コモンウェルスの求める

経済発展を実現するための資本供給も,イ ギリス
ー国でおこなうのは困

難であり,Plan Gに よるヨーロッパ経済の強化によってこそ,イ ギリス

を通じてヨーロッパの資本をコモンウェルス開発のために投資すること

が可能になるという議論であった。個々の閣僚達からでは,外 務担当相

は自由貿易地帯参加によりさらなる統合へと引き込まれる危険があるが

そのリスクは甘受されねばならないと指摘し,労 働相は労組の同意を得

るための努力が必要である点を指摘した。また農水相は国内農業の生産

( 9 1 )
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水準の維持の約束が必要と指摘 したが,彼 らは全員,原 則としての Plan

Gの 採用は支持した。マクミランも合衆国とカナダの合意を得るために

は対 ドル地域貿易規制の削減が必要であり,一 時的に外貨状況は困難を

増すが,そ れでもPlan Gが 最善の針路であると主張した。結局,EPC

はヒュームの留保を認めた上で,Plan Gの 採用が望ましいと合意し,蔵

相と商相に正式な閣議提案を求めることとした。そしてコモンウェルス

蔵相会議前の事前連絡を蔵相がおこなうことも承認し, コモンウェルス

ヘの補償措置としての輸入肉への課税の可能性についても検討すること

を合意した
“D。

6

こうしてようやくPlan Gの採否をめぐる正式な閣議での議論が本格

的におこなわれることになったが,そ の閣議に対してもヒュームは9月

7日付で覚書を提出し,Plan Gの コモンウェルス蔵相会議での説明には

反対しないが, コモンウェルス諸国には検討のための時間を充分に与え

ることを要請し,コ モンウェルスヘの補償がなされないのであれば,

Plan Gを採用すべきではないと主張した。コモンウェルス向けの具体

的補償措置として彼が検討を要請していたのは,オ ーストラリアからの

100万 トンの小麦購入保証,非 コモンウェルス諸国からの輸入肉類への

15%の 課税,コモンウェルス果実生産者へのイギリス市場での数量保証,

ワインヘの関税削減,カ ナダ製工業製品輸出への保護といった対応で

あった
(2)。

ほぼ同時に,マ クミランもESCと EPCの 検討結果をまとめた閣議覚

書を提出し,閣議に対して,Plan Gがイギリス経済にとって有益か否か,

国内政治的に妥当か否か, コモンウェルスと合衆国の支持が得られるか

否かといった点についての判断を要請していたが,同 時に,進 行中であ

(92)
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るスエズ問題のために現時点で政府として全関心をこの問題にむけるこ

とは不可能であり,当 面は,Plan Gへ の原則的な支持とコモンウェルス

諸国に対しての説明の許可を求めたいと述べていた
1431。

9月 14日の閣議でヒユ
ーム覚書とマクミラン覚書を下に,議 論がお

こなわれた。まずソ
ーニクロフトが Plan Gの必要性を説明し,現在,帝

国特恵見直し要求がオ
ーストラリアから出される一方で,大 陸にはドイ

ツに支配される強力な排他的経済ブロックが形成される危険があるが,

Plan Gはこの状況をイギリスの,そ してコモンウェルスの利点に転じる

ために考案されたものであり,産 業界も保守党からも支持は得られるで

あろうとされた。閣僚達からは,Plan Gに 肯定的な意見として,他 に長

期的な経済的安定をもたらす代替選択肢はない, 自由貿易地帯形成とそ

の中でのリーダーシップの確保によってしかイギリスの大国としての地

位の維持の確保は望めず, このままでは合衆国の影響下に
“
minor part―

ner"と して引き寄せられる,イ ギリスの地位の強化はコモンウェルス

にとっても利益となる, といった主張がなされた
は)。

これらの見解に対して, 8月 のバ トラーによる文書で指摘されていた

ものとほぼ同様の問題点も閣僚達から指摘された。 ドイツとの競争激化

は国内産業に打撃を与え完全雇用を損ない労組を説得するのは容易では

ないだろう,輸 入増加に対応した輸出拡大をおこなう生産力増大は短期

間には得られず国際収支が悪化する,そ れはスターリング残高保有国の

ポンドヘの信頼を揺るがし
“
one wottld philosophy"からの逸脱につな

がる可能性がある,ま た収支悪化に対応するための政府介入の増加は党

内の支持を得にくい,国 内農業の生産規模の維持はできても将来の拡大

ができなくなるのは農民からの反発を呼ぶだろう,こ れらはみな保守党

への支持を損なう危険な要素であり, コモンウェルスに対して極めて慎

重な打診をおこなってから判断すべきであるといった主張である
の
。

最も強く反対論を述べたのはヒュームであり,彼 の主張は,カ ナダ,
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オーストラリア,ニ ュージーランドはイギリスがヨーロッパに接近して

いると考えれば合衆国への接近を強めるであろう,イ ギリスの世界大国

としての地位はコモンウェルスのリーダーとしての地位に依存してお

り, ヨーロッパに接近するのであればコモンウェルスとの関係強化が同

時に求められる,そ のためにはコモンウェルス農産物の市場拡大のため

の積極的提案が不可欠であり,そ れが提示されない限り彼としては判断

は留保したい,と いうものであった。こうした主張に対しては,閣 僚達

から次のような指摘がなされた。確かにイギリスがヨーロッパのリー

ダーシップ獲得を意図して自由貿易地帯形成を目指していると認識され

ればコモンウェルス側から見ればイギリスとの関係の弱体化は避けられ

ない,し たがってこのリスクとPlan Gの もたらす経済的利益の比較の

上に採否を判断をすべきである, ヒュームが要求しているコモンウェル

ス向け補償のうち小麦購買量の補償と肉類への関税強化はオタワ協定内

で実行可能だが, コモンウェルス向け果実市場の確保は困難である, と

いった議論である
146)。

最後に発言したマクミランは,賛 否両論ともなお甲乙つけがたい, し

かしOEEC作 業部会での自由貿易地帯構想の検討作業においていつま

でもイギリスの姿勢を明示しなければ,そ れ自体が自由貿易地帯形成へ

の消極的回答と解釈される可能性がある, したがって遅くとも年末まで

には最終的決定が必要であろう, と述べるにとどまり,早 期の決定を求

めるソーニクロフトに比較してより慎重な姿勢を示していた
“)。

この段階でこれまでと比較して慎重な姿勢をマクミランが採用した背

景には,夏 以来進行中であったスエズ危機に対しての考慮があった。す

でに8月 28日 ,9月 11日の閣議で首相イーデンは外交的解決よりも軍

事的解決を採用すべきとの姿勢を示しており,閣 内にはなお意見対立が

あったが,マ クミラン個人も当初より軍事的解決を支持していた。しか

し,そ の際の外貨備蓄状況に対する影響と合衆国およびコモンウェルス

(94)
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諸国からの支持の必要性について大蔵省内からは強
い警告が寄せられて

おり,マ クミランはその点を考慮して,Plan Gの もたらす外貨状況
への

影響に敏感になっていたのである
0。

結局,閣 議は翌週さらなる議論をすることとし,そ の間, コモンウェ

ルス蔵相会議での予備的な議論は承認し,蔵 相提案の書簡をコモンウェ

ルス諸国に送付することを決定した
り
。

9月 18日閣議は再度 Plan Gの検討をおこなった。まず発言したのは

前回の閣議での検討を欠席していた植民相レノックス
=ボ イドであっ

た。彼は,植民地からの原材料輸入にはほとんど特恵が存在しないので,

Plan Gにより現在の植民地からのイギリス市場への輸出にはほとんど

影響はないと認めたが,メッシナ諸国の海外領土が共同市場に包含され,

それを通じて自由貿易地帯にも参入した場合,将 来の植民地からのイギ

リス向け工業製品輸出への保護が確保できるかどうか懸念され,長 期的

な植民地の産業化にとって問題となる可能性があると主張した。さら

に,Plan Gそのものについても,ヨ
ーロッパでのリーダーシップ追求と

コモンウェルスのリーダーシップの維持とは両立不可能だとは思わない

が,成 功の可能性は確実とは言えないであろうと警告した。バ トラ
ーも

反対論を述べ,現 状でも輸入は過大であり外貨備蓄への脅威となってい

るし,ス エズに由来する不透明感もある,む しろ目指すべきはさらなる

世界規模の貿易自由化であり, コモンウェルス諸国の反応に照らして再

検討をおこなうまでPlan G採否の決定をのばすべきであると主張した。

ヒュームの発言はこの閣議議事録には記録されていないが,コ モンウェ

ルス諸国との連帯の必要性を強く指摘し,慎 重な判断を求める意見は,

枢密院議長ソールズベリによって示された
6°
。

これらの議論に対して,ソ ーニクロフトから改めてPlan Gを擁護す

る主張がなされた。さらに,か つて 50年代初めに欧州審議会を通じて

ヨーロッパ統合運動に積極に関与していた大法官キルマ
ー (Lord Kil¨
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muir,the Lord Chancellor)も, ヨーロッパとの経済協力緊密化を支持す

る議論には説得力があり,合 衆国に誤解さる危険,フ ランスの姿勢,カ

ナダ,オ ース トラリア,ニ ュージーランドの反応,一 部国内産業からの

反発,労 組の反応などの難点もあり,保 守党内でも不満の声が上がるだ

ろうが,こ れらの反応を想定した上でなお Plan Gを採用すべきである

主張した。またエックルズも,Plan Gそのものがポンドの地位を守ろう

というイギリスの決意を示す最良の手段であり,関 税や数量規制による

保護では完全雇用は守れないと述べ,Plan Gを 支持した
6D。

マクミランは,イ ギリスの相対的経済的地位の低下は明らかであり,

Plan Gはそれを逆転する機会であると述べたが,同 時に,現 時点ではス

エズ問題によリポンドヘの信頼が揺らぎつつあり,こ の問題の帰趨が明

らかになるまで数週間程度はPlan G採否の決定は回避すべきであると

今回も即時の意思決定にはこだわらない姿勢を示した
6の
。

議事をまとめるにあたってイーデンは,オ ーストラリア,ニ ュージー

ランドはアメリカに接近しており,ア ジアのコモンウェルス諸国の政治

的意図はイギリスと一致しない部分が多い, したがってコモンウェルス

に基礎を置く経済力強化のための選択肢は存在せず,Plan Gあ るいは何

らかの同種の政策を採用せざるを得ないと述べ, ヨーロッパとの関係強

化を支持する姿勢をはじめて明確に示した。その上で彼は, 9月 10日

に訪英したフランス首相モレとの会談の際に,モ レが,か つてチャーチ

ルが 1940年に提案した英仏合同 (Anglo―French Union)提 案の再検討

を求めたことを閣僚達に明らかにし,次 回自らがフランスを訪問するま

でに閣僚レベルでこの提案についての対応を決定する必要があると述べ

た。さらにイーデンは,英 仏二国間の軍事,財 政,経 済面での緊密な協

力に加えて,ベ ルギー,オ ランダ,ス カンディナビアといったヨーロッ

パ諸国のコモンウェルス加盟の可能性も,緊 急に官僚達に検討させるベ

きであると提案した。結局,閣 議は,コ モンウェルス蔵相会議でのPlan
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Gを説明し協議をおこなうという前回の決定を再確認し,コ モンウェル

ス諸国の反応を検討し,ス エズ問題の行方を待ってから最終的決定をお

こなうと合意するとともに,官僚達に首相提案の検討をおこなわせるこ

とを決定した
の゙
。

7

イーデンの英仏合同と大陸諸国のコモンウェルス加盟という提案は,

スエズ危機による英仏接近の中で生まれた全くに唐突なものであり
は),

閣僚達もまた官僚達も大半が驚くとともに直ちに強い拒否反応を示し

た。

閣議決定にしたがい直ちに大蔵省,タト務省そして官房長官ブルックに

より英仏合同についての検討文書が作成されたが,い ずれも極めて消極

的な姿勢をあらわにするものであった。大蔵省はフランス経済に成長の

可能性がない訳ではないが,現 時点では破綻に近い状態であり,経 済的

には英仏合同によリイギリスは何ら恩恵を受けることなく背負いきれな

い負担を負うだけであると指摘した。外務省は,英 仏合同はアメリカ,

コモンウェルス, ヨーロッパいずれとの関係も損なうが,特 にアメリカ

との緊密な軍事的 ・諜報的関係を損ない, またドイツの西側陣営からの

離反を招く危険もあると述べ,他 のよりゆるやかな関係強化の手段を追

求することを提言するものであった。ブルックは, コモンウェルスに明

白な外国を加盟させるのは困難であり,ア ジアのコモンウェルス諸国の

脱退の危険もあると述べていた。これらの文書は9月 24日 には閣僚と

官僚達による臨時委員会で検討され,直 ちに,「フランスのみとの有機的

な協力関係」形成には利益はなく,「より広範な西ヨーロッパ諸国との協

力関係という枠組みで検討すべきである」との結論が得られ,9月 26日

には閣議で了承された
6°
。
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9月 27日パリでモレと会談したイーデンは,英 仏合同提案について

否定的な検討結果を伝えた。モレはフランスはまだ不可避的かつ不可逆

的な共同市場形成へのコミットメントには留保的であると述べ,英 仏協

力と6カ国による統合との間で躊躇している姿勢を示した上で,イ ギリ

スのヨーロッパでのリーダーシップ発揮への期待は高く,個 人的にはフ

ランスのコモンウェルス加盟を希望していると繰り返した。これに対し

てイーデンは, 9月末のコモンウェルス蔵相会議でイギリス政府は自由

貿易地帯構想を提示する予定であり, コモンウェルスからの支持が得ら

れれば計画はヨーロッパ諸国に対して提示されるであろうと述べ,当 面

はOEECの 枠組みでの経済的協力を目指すべきであると述べた
“の
。

帰国後イーデンは,10月初めに再度,臨時閣僚会議の席で,フ ランス,

ベルギー,オ ランダ,ノ ルウェーといった国々との間で,Plan Gを補完

する形で, コモンウェルス加盟も含めた何らかの形での政治的協力関係

強化の可能性について検討することを要請した。10月以降も官僚レベ

ルで検討は継続されたが,そ こでも官僚達の議論はコモンウェルス加盟

という極めて特殊かつ緊密な形での協力の提案には否定的なものであっ

た
づ
(詳細は後述第5章第4節参照)。

8

9月 末以降, 7月 に発足したOEEC第 17作業部会による共同市場と

他の OEEC諸 国の協力関係,特 に自由貿易地帯形成の可能性について

の検討作業の開始も本格化することになっており, 9月初めにロンドン

でマクミランおよびソーニクロフトとスパーク,OEEC事 務総長セル

ジャンらとの間で会談が行われ, 9月 24日 に第
一回会合を開催し,12

月 31日にまでに報告書を閣僚理事会宛に提出するという日程が合意さ

れた。また OEECと 欧州審議会の関係強化も考慮すべきであるという
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点でも意見の
一致が見られた。この会談の席でスパークは, 6カ 国間の

交渉進行状況について,モ レ政権は好意的姿勢を示しているがなお不可

逆的決定には及び腰であり,例 外的に事後の脱退を認める必要があるか

もしれないし,社 会政策の調和についてフランスの
「面子をたてる」必

要があるだろうと述べ,依然としてフランスが問題であることを指摘し,

同時に57年のドイツ総選挙で統合への支持が減少する危険もあり,早

期に共同市場形成合意を獲得する必要があると述べていた
椰)。

OEEC第 17作業部会は9月 24・25日に第
一回会合を開催したが,イ

ギリス代表として参加したブレザートンは,同 部会フランス代表クラピ

エ (Bernard clappier,フランス大蔵省対外経済局長)か ら,ス エズ問題

によリフランス国民
一般にはヨーロッパ統合への支持が高まっている

が,10月 8日 に予定される6カ 国外相会議でフランスは加盟の絶対条件

として何らかの形での植民地の包含を求め,共 同市場発足後最初の四年

間で社会政策の調整が不充分であれば次の関税削減段階には進まないと

述べるつもりである,イ ギリスの自由貿易地帯参加はドイツに対する重

石を提供することになリフランス国民の不安をやわらげ共同市場成功の

可能性を多いに高めるであろう, といった情報を受け取っていた
6°
。ま

た9月 13・14日 に開催されたイギリス=ス カンディナビア委員会

(UNISCAN)で ,デ ンマークからは自由貿易地帯からの農業の除外に

は反対する姿勢が示されていたが,ス カンディナビア諸国は全体として

は,OEEC作 業部会での自由貿易地帯についてのイギリスの姿勢の早期

明確化を期待し,イ ギリスの提示する路線を支持するという意向を示し

ていた
“°
。

こうして,ス エズ危機が高まりながらも,イ ギリス政府内ではPlan G

についての閣僚レベルでの議論が進捗し,同 時に大陸諸国からも自由貿

易地帯という形でのイギリスのヨーロッパ経済協力への関与を期待する

声が聞こえてくる中で,コ モンウェルス蔵相会議で,Plan Gに関する他
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国政府との間での初めての意見交換がおこなわれることになった
“D。

9月 29日 世界銀行総会終了後,ワ シントンのカナダ政府公館で開催

された会議には,イ ギリスからマクミランとソ
ーニクロフトが参加 し,

カナダ,オ ース トラリア,ニ ユ
ージーランド,南 アフリカ,イ ンド,パ

キスタン,セ イロン,中 央アフリカ連邦といったコモンウェルス諸国の

蔵相もしくは駐米大使が参加 した。

まずソーニクロフトからPlan Gの骨子が説明され,統 合の進むヨ
ー

ロッパ市場から排除されればイギリスの経済力は低下し, コモンウェル

スにとってのイギリス市場の価値も低下するという理由で,経 済的見地

からの自由貿易地帯形成の必要性が主張された。ソーニクロフトが強調

したのは,コモンウェルスからの対英輸出の90%を 占める農業製品が除

外されることであり, さらにヨーロッパ市場の成長はコモンウェルス開

発のための投資源ともなりうるという点も指摘された。カナダに関して

はドル地域の対英 。対ヨーロッパ貿易上の障害は関税ではなく数量規制

であり,共 同市場形成によリヨーロッパ全体の国際競争力が強化されれ

ば,規 制撤廃はより容易になると説明された
C621。

マクミランからは,Plan Gの世界的な外交戦略上の意義が主に説明さ

れた。西ヨーロッパの分裂を回避し, ドイツを西側に拘束しながら同時

にその優越的地位の獲得を抑制するには統合が不可避であり,そ の際に

イギリスがそこに関与する方がコモンウェルスにとっても利益をもたら

すと彼は指摘した。さらに,イ ギリスはこれまで同様,貿 易自由化,対

ドル地域差別の撤廃,交 換性回復という
“
one wOrld policy"にコミット

していることに変わりはなく,Plan Gは この目標実現を加速するための

ものであるとも説明された。マクミランは, まだイギリス政府として最

終的な態度を決定したものではなく,コ モンウェルス諸国の同意がPlan

G採 用の前提である点を強調したが, 日程的に遅くとも年末までには正

式な決定が必要であり, コモンウェルス諸国政府からのPlan Gへの公
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式な見解を求めたいと要請した
0。

この場でのコモンウェルス諸国側の反応は,充 分に検討する時間的余

裕がなかったという理由もあり,熱 狂的な歓迎ではなかったが,お おむ

ねイギリス側が予想していたよりは好意的なものであった。カナダは,

Plan Gの必要性については理解を示したが,その政治的意味についてな

お検討したいと述べた。ォーストラリア,ニ ュージーランド,中 央アフ

リカ連邦の反応はみな好意的であった。南アフリカは原則として賛成す

るが,なお細部の検討が必要との姿勢を示した。インドとパキスタンは,

自らの利益に反しない限りはヨーロッパ経済の強化には賛成するという

姿勢であり,曖 味ではあったが決して批判的ではなかった
“う
。

コモンウェルス蔵相会議終了後のプレス・リリースは,OEEC作 業部

会で検討中のメッシナ諸国と他のOEEC諸 国の協力関係のあり方につ

いても議論がおこなわれたとのみ言及するものであったが
“",こ の時点

で会議内容がメディアにリークされ,イ ギリス政府が農業を除く自由貿

易地帯形成を真剣に検討しているとの報道が広くなされ,10月 以降,自

由貿易地帯構想はイギリス国内,国 外で,ほ ぼ公然と議論されることに

なっていった“ω。

江

(1)第 3章 第 7節 参照。

(2)57年 農業法については本章第 2節 注⑫参照。

(3)T234/196,Initiative in Europe(Plan G),Correspondence and General Papers,

(l Aug.to 29 Aug.1956),EP(56)67,note by the Chancellor of the Exchequer,

l Aug.1956.Also in CAB134/1231.

(4)T234/196,minutes Of EP(56)15th meeting,l Aug.1956.Also in

C A B 1 3 4 / 1 2 2 9 .当日は,マ クミラン (委員長),ソ ーニクロフト,ヒ ースコー ト=

エイモリ,エ ックルズ (D a宙d  E c c l e s ) (教育相),マ クレオー ド (I a i n  M a c l e o d )

(労働兵役相)と いうEPC通 常構成員に加え,ヒ ューム, レディング (Lord
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Reading)(外務担当相),ロ イド (Lord Lloyd)植民地担当相も参加していた。

(5) ibid.

(6) ibid.

(7) ibid.

(8)CAB128/30,CM57(56)7,2 Aug.1956,“ Commercial Policy".

(9)PREMl1/2136,Extract fr6m Gen.548/1st meeting,“Commercial Policy",9

Aug.1956.

l101 T234/196,Butler to Macmillan on the Plan G's political implications,“UK

Commerci』 Policy",9 Aug.1956.首相イーデンに対してマクミラン宛覚書を送

付した際の添付書簡でバ トラーは,Plan Gについての決定はイギリスにとっても

保守党にとっても 「決定的に重要なもの」となると述べていたが,首 相秘書官ビ

ショップ (F.A.Bishop,the Principle Private Secretary to the Prime Minister)は

この問題は複雑かつ重要であり,早 期に決定を下すべきではないとイ
ーデンに提

言していた。イーデンは特にコメントを残していない。PREMl1/2136)Butler to

Eden encloSing his note on Plan G to ⅣIacnlillan,with a hand、vritten nlinute by

Bishop for Eden,9 Aug.1956.

0⇒ T234/196,Butler to Macmillan,“UK Commercial Policy",9 Aug.1956.

0つ ibid。当時進行中であった 1957年農業法 (the Agriculture Act(1957))はある

程度の長期的な支援を保証することにより,農 業補助支出を安定化しようという

試みであった。同法の下,政 府は年次生産者価格保証の見直しに際して単年度で

(生産コストの変動を計算に入れた上で),2.5%以 上に相当する保証価格の引き

下げをおこなわないことを約束していた。その見返りとして全国農民連盟 (the

National Farmers'Union:NFU)は年次価格改定以外の緊急特別改定の要求を取

り下げていた。Milward,ハ物″θπαJ S加ねり,p.293.

aO T234/196,Butler to Macmillan,“ UK Colnmercial Policy",9 Aug.1956.こ れは

Plan G作成段階で次官代理ローワンを筆頭とする大蔵省海外金融局から発せら

れた懸念の声と同様の発想である (第3章 第2節 ,第 4節 参照)。

l141 8月7日 イングランド銀行総裁はマクミラン宛に書簡を送リヨ
ーロッパでの

経済イニシアチプをとる前にスターリング地域との関係を慎重に考慮すること

を求め,イ ギリスの財政状況が不安定な中でヨーロッパに接近することによリポ

ンド政策の自由度が低下する可能性を警告していた。T234/196,The President

of the Bank of England to the Chancellor of the Exchequer,7 Aug.1956.
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051 1/1ilward,Aし″θπα′Sしγὰι型,p.250.

はO T234/196,Butler to Macmillan,“UK Commercial Policy",9 Aug.1956.

eつ ibid.

l181  ibid.

l191 T234/196,Macmillan to Eccles,12 Aug.1956.エツクルズの7月 の反対論は第

3章注00参照。

10 T234/196,Thorneycroft tO Butler,23 Aug.1956.(copies sent to Eden and

other ministers).

2⇒ CAB134/1231,E.P。 (56)68,memo.by Sir Da宙 d Eccles(Minister Of Educa‐

tion),“Plan G and the moment in British Policy",23 Aug.1956.

221 T234/196,minutes of a mecting of officials of Treasury,Board of Trade,Fore‐

ign Office,Commonwealth Relations Office,etc。,at the Treasury,2 Aug.1956.

T234/196,minute by Figgures,2 Aug.1956.F0371/122032/(lⅥ611)159,Wright

to Henderson(HM Ambassador,Luxembourg)and Other HM Ambassadors to

OEEC countries,including the United States(also to the UK deleg・ation to the

OEEC),3 Aug.1956.同 内容の書簡がコモンウェルス関係省よリコモンウェルス

駐在イギリス高等弁務官にも送付された。

② T234/196,Ellis―Rees to Wright(FO),1l Aug.1956.

② フ ランス以外のメッシナ諸国駐在大使館からの回答は以下のようなもので

あった ;駐 ドイツ大使館 :Plan Gによるイギリスのヨ
ーロツパヘの関与増大は,

政治的には西ヨーロツパの結束増大に,経 済的にはドイツ製品にとっての市場拡

大につながるので,歓 迎されるであろう。またイギリスの主導によリスカンディ

ナビアや他の6カ 国以外のヨ
ーロツパ諸国が参加することもドイツは歓迎する

だろう。最も重要なこととしてイギリスの関与がメッシナ諸国内のフランスと

イタリアという二つの高関税国への章制要因となることもドイツ政府は歓迎す

るであろう (F0371/122033/187,R.Allen(Charge d'Affaires,Bonn Embassy)to

Wright,1l Aug.1956.)。駐ベルギー大使館 :スパ
ークに対 してイギリスは

OEECを 強化しメッシナ構想を弱体化させようとしているのではないというこ

とを理解させられれば,Plan Gは ,フ ランスの統合への意思を強化し, ドイツ
ヘ

の 「重石」を提供し,多 くの経済的利益も提供するものとして歓迎されるだろう。

これらの利益からベルギーは共同市場構想への修正もいとわないであろう,た だ

しイギ リス に対 しての さらなる統合へ の関与 も期待 され るであろう
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(F0371/122o33/192,G.Labouchere(Brussels)to Wright,16 Aug。1956.)。駐

オランダ大使館 :農業の除外にオランダ政府は大いに失望するであろうが,イ ギ

リスが新たな政策に踏み出したことへの歓迎が失望を上回るであろう。またオ

ランダは自由貿易地帯を形成してしまえば農業の恒久的除外は困難であろうと

推測するのではないか (F0371/122033/180,Paul Mason(UK Ambassador to

The Hague Embassy)to Wright,14 Aug.1956.)。駐イタリア大使館 :イタリア

政府は歓迎するであろうが,農業の除外は反発を受けるであろう。イタリアの全

輸出の25%が 農業製品であり,対 英輸出の35%が 農業製品である。イタリアの

全農業輸出の14%が イギリス向けである。少なくとも現在の対英農業輸出規模

維持の保証は求められるであろう (F0371/122033/195,Keith Unwin(Rome)to

Wight,17 Aug.1956.)。駐ルクセンブルク大使館 :ルクセンブルク政府はPlan G

を歓迎するであろう (F0371/122033/191,Landymore(Luxembourg)to W」ght,

16 Aug.1956.)。他のOEEC諸 国のうち,ス カンディナビア諸国駐在大使からの

回答は以下のようなものであった ;駐ノルウェー大使館 :ノルウェー政府はPlan

Gを 歓迎するであろう。水産物の包含を求めるかもしれないが徹底的にこだわ

りはしないだろう (F0371/122033/188,Crawford(Oslo)to Wright,18 Aug.

1956。)。駐スウェーデン大使館 :スウェーデン政府はPlan Gを歓迎するだろうが

イギリスが真剣にその成功を意図していることを明示する必要があるだろう

(F0371/122033/189,Sir R.Hankey(Stockholm)to Wright,18 Aug.1956.)。 駐

デンマーク大使館 :農業除外にも関わらずデンマークは自国の軽工業の将来のた

めにも賛成するであろう。ある程度の農業面での譲歩は,豚 肉やベーコンについ

て必要になるかもしれない (F0371/122033/196,Berthoud(Copenhagen)to

Wright,21 Aug.1956.)。その他 OEEC諸 国では,駐スイス大使館 :スイスは,自

由貿易地帯が西ヨーロッパ規模のものであり,閉鎖的なブロック視されないもの

であり,自らの中立性が維持できる限りは賛成するであろう(F0371/122033/190,

L.H.Lamb(Berne)to Wright,15 Aug.1956.)。駐オーストリア大使館 :Plan G

はおそらく歓迎されるであろう。農業除外も自国の農業保護政策に適している

ので歓迎されるであろう (F0371/122033/197,Scott(Vienna)to Wright,21

Aug.1956.), といった回答が得られていた。

1251 F0371/122033/194,」ebb(Paris)to Wright,15 Aug.1956.

261 F0371/122033/199,UK High Commissioner,Australia,to the Commonwealth

Relations Office,17 Aug.1956.ニュージーランドについては,既 存の農業製品輸

(104)



自由貿易地帯構想とイギリス

出に影響がないことだけでなく将来的に農業製品も包含することがないことを

確 実 に示す必要があ る との回答が高等弁務官か ら寄せ られていた :

F0371/122033/198,UK High Commissioner,New Zealand,to CRO,17 Aug.1956.

0う F0371/122033/179,Sir Roger Makins(Washington)to Wright(FO),1l Aug.

1956.

O CAB134/1238,ES(EI)(56)lst meeting,3 Aug.1956.ES(EI)/1ヽ 委員会は, ク

ラークを委員長とし,大 蔵省からはフランス, フイガースら,外 務省からはライ

トら,商務省からはブレザートンらが参加し,そ れに加えて農水食料省,植 民省,

コモンウェルス関係省,関 税局,労 働省,燃 料動力省からも次官補級の官僚達が

参加し,イ ングランド銀行からも代表が参加していた。CAB134/1239,ES(EI)

(56)1,7 Aug.1956.EI作業部会の ES(EI)小 委員会への改組にともない,EI作

業部会文書は,EI(56)14(Final),EI(56)16(Re宙 se),EI(56)17が それぞれ

ES(EI)(56)2,ES(EI)(56)3,ES(EI)(56)4と 改称された。CAB134/1239,

ES(EI)(56)8,7 Aug.1956.

00 F0371/122033/200,FO minute by Hugh― 」Ones( Vヽestern Department)on

Plan G's political implications,17 Aug.1956.

1301 AOCでの外務省の姿勢については,第 1章第 1節 ,第 2章 第 1節 ,第 3章 注00

参照。see also,CAB134/1373,AOC(56)4th meeting,9 May 1956.この文書作

成とほぼ同時期,8月 9日 の AOCに おいても,外 務省代表は,NATOの 政治的

機能の拡大を提言していた。CAB134/1373,AOC(56)5th meeting,9 Aug.1956.

0⇒ Enison,rttπα″π」πg E%/9クι,p.79.

Oa CAB134/1231,EP(56)70,Supplementary report by oricials,31 Aug.1956.

1331  ibid.

041  ibid.

1351  ibid.

1361  ibid.

13う  ibid.

00 CAB130/120,GEN 549 1st meeting(meeting of an ad hoc group ofthe ESC)

on 3 Sept.1956.T234/197,EP(56)75,■ ote by the Chairrnan of the ESC(Sir

Bernard Gilbert)on certain important considerations to be born in lnind when

deciding whether or not to go forward on the lines of the Plan G,3 Sept.1956.

09 PREλ 411/2136,Home to A/1acmillan covering a note on Plan G,3 Sept.1956.こ
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の書簡はイーデン,バ トラー,ロ イド,ソ ーニクロフト,  ヒースコート=エ イモ

リ,  レノックス=ボイドにも同報された。

1401 PREA/111/2136,Heathcoat―Amory to Butler,3 Sept.1956.

に⇒ T234/101,EP(56)16th meeting,5 Sept.1956.マクミランの日記にはこの

EPCの 内容は
“
excellent"であり, ヒューム以外の全閣僚,特 に若手閣僚から熱

烈な支持を受けたとしている。Harold Macmillan,(ed.by Peter Catterall),rttι

腕 `z′′ιαπ D:滅 csf rヵθ cαιttι′】脅αバ 195θ―ヱθ57(London:Macmillan,2003),

pp.595-596.

1421 CAB129/83,CP(56)207,memo.by the Secretary of State for Commonwealth

Relations,“Plan G and the Commonwedth",7 Sept.1956.ヒュームの主張に対し

て大蔵省内ではクラークが,カ ナダを除くコモンウェルス諸国が実際にPlan G

で被る打撃はわずかであリカナダに対しては今後も対 ドル地域貿易の自由化を

継続することを強調すればよい,オ ース トラリアに関しては小麦と肉類について

の貿易協定での合意が必要であろうと述べていた。T234/197,minute by Clarke

13 Sept.1956.外務省ではライ トが,ヒ ュームは過度に危機感を抱いており,

Plan G採用により過度の統合に巻き込まれる危険や農業面での譲歩を求められ

る危険はない,ヒ ュームが提示する肉類や果実に対しての追加的な農業保護政策

は政治的には不可能であり,Plan Gの もたらす政治的利益を失わせるものである

とま杢̂ ミていた。 F0371/122034/M611/229,minute by Wright on Home to Mac―

Inillan,4 Sept.1956.

140 CAB129/83,CP(56)208,Inemo.by the Chancellor of the Exchequer,“Plan

G",1l Sept.1956.

1441 CAB128/30,CM65(56)2,14 Sept.1956,“Commercial Policy".

にD ibid.閣議議事録は具体的発言者名を記録していないが,内 容からいっておそ

らくはバ トラーによるものであろう。

1461 ibidヒュームについては議事録にも発言者名が明記されている。

14つ  ibid.

“O Milward,助 励παJ Stγα燿〕 p.253.たとえば閣議前日の9月 13日には,大 蔵省

経済担当相ボイル (Sir Edward Boyle,the Economic Secretary to the Treぉury)

が,マ クミランに対して,Plan Gによリヨーロッパ向け貿易が増大すればドル獲

得の機会が減少し,外 貨状況を悪化させる危険があるという理由からの決定延期

を要請していた。T234/104,memo.by Boyle for the Chancellor,13 Sept.1956.
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事務次官ブリッジズからもマクミランに対して8月 初めから9月 初めにかけて

スエズでの軍事行動が外貨状況に課す負担への強い警告が送られていた。

T236/4188,Bridges to ⅣIacllllillan,``ⅣIeasures to Protect Sterling'',8 Aug.1956,

T236/4188,Treasury Ⅱ linute,13 Aug.1956,T236/4188,Bridges to Ⅳ Iaclnillan,7

Sept.1956.9月 10日のマクミランの日記にも,財 政と経済状況は大変悪くアメ

リカの支援が必要であるとの記述があるし, 9月 14日にも大蔵省内に対立があ

るとしてボイルの警告が言及されている。Macmillan,rttι〃洸zJ′′απ DJα″ιs,p.

596.閣議でのスエズについての対立は,CAB128/30,CM54(56),27 July 1956,

CM62(56),28 Aug.1956,CM64(56),1l Sept.1956.see also,A.Gorst and L.

」Ohnman(eds),rヵ ι sπιz C″おお (London:Routledge,1997),pp.56-63,70-71,

74-76,80-81,p.128.結局,マ クミランはスエズ開戦後アメリカがポンド支援停

上の決定をしたとたんに休戦支持派に転 じることになる。Milward,Mガθπα′

Stγα′ι型,p.253.

1491 CAB128/30,CM65(56)2,14 Sept.1956,“Commercial Policy".閣議決定にし

たがいコモンウェルス宛書簡は 9月 14日付けで発送された。F0371/122032/

159,minute by Edden,14 Sept.1956.書簡の内容は,T234/197,FO to Washin3

ton,17 Sept.1956.

60 CAB128/30,CM66(56)2,18 Sept.1956,“Commercial Policy".

15り  ibid.

1521  ibid.

150  ibid.

60 9月 17日に首相秘書官ビショップは,官 房長官ブルックに対して,イ ーデン

は 14日閣議後,Plan Gに ついて検討したが,同 時に前回のモレの訪英時の提言

を受け,1940年 のチャーテルの提案と同様の英仏合同提案にも真剣な関心を示

していると述べている。また9月 18日にビショップはイーデンに対して,Plan

Gは リスクと危険は明らかであるがその利点が明確でなく,保 守党支持者に売り

込むことが困難である,し かしメッシナ諸国による統合の動きを傍観すればイギ

リスのヨーロッパでの経済的地位が打撃を受ける,1940年 の英仏合同提案の再

考というモレのオフアーに代替案があるのではないかと直接提言しており,英 仏

合同案の閣議への提示はビシヨップの強い提言を受けてのものであると思われ

る。ビショップによれば, フランスとの 「政治合同」(“Political Union")という

発想は支持されにくいであろうが,まず,フランスのコモンウェルス加盟,スター

(107)



論 説

リング地域参加を目指すべきであるとされていた。第一段階として英仏間の外

貨備蓄共有をおこない,第 二段階として,コ モンウェルス内で政治統合には至ら

ない特別な英仏二国間関係の構築を目指し,さ らにはスカンディナビア諸国やベ

ネルクス諸国もコモンウェルスに加盟させる,そ こまでいけば最終的段階として

の完全な英仏合同は不要であろうというのがビショップの提案であった。

PRE1/111/2136,F.A.Bishop to Sir Norinan Brook,17 Sept.1956.PREⅣll1/2136,

Bishop to Eden,18 Sept.1956.

6→ 閣 議への答申を決定した臨時委員会の構成員はバ トラー,ヒ ユーム,住 宅地方

自治相サンズ (Duncan Sandys,Minister of Housing and Local Government),外

務担当相ナッティング,ク ラーク,外 務次官補フッド (LOrd Hood)。CAB130/

122, GEN. 551/1, Union with France: Econolnic Considerations, Inemo. by

Treasury,22 Sept.1956.CAB130/122,GEN.551/2,Franco¨British Union,Inemo.

by the Foreign Office,22 Sept.1956.CAB130/122,GEN.551/4,Anglo―French

Union: CommOnwealth Ⅳ Iembership,memo.by the Cabinet Secretary,20 Sept.

1956.CAB130/122,GEN.551/1st meeting,24 Sept.1956.CAB128/30,CM67(56)

6, 26 Sept. 1956, “Anglo―French Relations''. λttilward,Nα′″θπαι Stγαじagν, pp.

254-256,p.258.Ellison,r乃″αttπ′″g Eπ″ψθ,p.77.Kane,T″′′′″gゎ Ez″″ι,pp.

74-76.ミルヮー ドは,英 仏合同は確かに 「非現実的」であったが,そ う判断され

た根拠の一つ,フ ランス経済が破綻に瀕しているという判断については,確 かに

フランスの対外債務は巨大であったが,当 時フランス経済の成長率はイギリスの

それの二倍に達しており,そ れ自体 「非現実的」なものであったと指摘している。

ⅣIilward,AL″θπαι S′%α′ιy,p.255.

1561 PREMl1/2136,minutes of meeting at the Hotel Matignon between Eden and

Mollet on Anglo―French Collaboration,27 Sept.1956.Kane,rJJ″ηg"Eπ robι,p.

76.G.Warner,`Aspects ofthe Suez Crisis'in E.di Nolfo(ed.),Pθ″ι″物Eπ″9″∴

vol.II(Berlin:de Gruyter,1992),pp.43-66.ミルワードはこの時点でモレ政権

は,共 同市場条約を関税削減第一段階以上にコミットする用意はできておらず,

英仏協力提案は,共 同市場条約の交渉過程における他のメッシナ諸国に対しての

交渉上の地位強化の手段として意図していたのではないかと述べている。Mil―

ward,A物″θπαι Stγὰι型,pp.256-257.

150 PREMl1/1352,GEN.551/2nd meeting,1 0ct.1956.T234/101,GEN.553/1st

meeting,4 0ct.1956:meeting between Treasury,FO,CRO,CO and BT officials

(108)



自由貿易地帯構想とイギリス

on Political Associations with Europe.

1 5 8 1  この会合にはスパーク,ス ノイ,セ ルジャンとマクミラン,ソ
ーニクロフト,

ローワン,ク ラーク,フ イガ
ース,ブ レザー トンらが参加。F 0 3 7 1 / 1 2 2 0 5 2 /

Ⅳ1615/48, record of a meeting of UK Ininisters and Spaak, 4 Sept. 1956.

F0371/122052/Ⅳ1615/48,Lloyd(FO)to Boothby(Brussels)on the meeting of

UK ministers and Spaak on 4 Sept.1956,1l Sept.1956.F0371/122051//ゝ1615/46,

OEEC,C/WP17/W (56)1,6 Sept.1956.

69 F0371/122051/Ⅳ 1615/46,FO to Chanceries abroad,on OEEC WP17's activity,

12 0ct. 1956. IP0371/122052/Ⅳ1615/71, note of a meeting with Clappier by

Bretherton,26 Sept.1956.

1601 T234/197,FO to Copenhagen,18 Sept.1956.

6⇒ カ ナダ政府に対してだけ,ワ シントンヘの途上オタワに立ち寄ったソ
ーニクロ

フ トおよび商務,大 蔵官僚が 9月 27日 に事前の説明をおこなっていた。

T234/213,Note of a rneeting between UK and Canadian officials at the Canadian

Department of Trade and Commerce,Ottawa on 27 Sept.1956.こ の場ではPlan

Gの 概要説明と質疑応答がなされ,カ ナダ側からの質問に答えて,フ ランスは海

外領土包含を望むかもしれないし,フ ランスに対しては何らかの特別扱いが必要

となるかもしれない,高 関税諸国から低関税諸国への関税引き上げ要求があって

もイギリスはそのような圧力には屈しない,交 渉の過程でイギリス政府が当初の

条件から妥協する可能性は低い,一 年程度で交渉は完了するであろう, といった

説明がなされていた。

1621 T234/104,FM(W)(56)2nd meeing,minutes of a meeting of Common‐

wealth Finance WIinisters in Washington,29 Sept.1956.

1631  ibid.

1 6 4 1  i b i d . T 2 3 4 / 1 9 8 , m i n u t e  b y  F r a n c e , M a c m i l l a n ' s  a n d  T h o r n e y c r o r s  t a l k s  w i t h

the Cornlnonttrealth Finance ⅣIinisters in Washington and「Fhorneycroft's lneet‐

ing with Canadian Trade Ministerin Ottawa,2 0ct.1956.蔵相会議終了直後,コ

モンウェルス諸国財務官僚会議も開催され,官 僚レベルでの Plan Gの説明と質

疑応答もなされた。ここでは主にロ
ーワンとオース トラリア代表との間で議論

がなされたが,オ ーストラリア狽1は,農 業除外を当初より明示すればオ
ーストラ

リアからの支持は高まるであろう,ヨ
ーロッパの強化はコモンウェルス諸国の強

化にもつながるといった感想を述べていた。T234/104,FM(W)(0)(56)lst
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meeting,nlinutes of a lneeting of Conllnonwealth financial officials in Washing―

ton,29 Sept.1956.

CO T234/104,FM(W)(56)2nd meeting,minutes of a meeting of Common‐

wealth Finance ⅣIinisters in Washington,29 Sept.1956.

1661 この会議内容のメデイアヘのリークが誰によってなされたものかはわからな

い。マクミランは10月 2日 の日記で,「報道機関はコモンウェルスとのワシント

ンでの会談について相当の情報を入手したようだ」と無関係であるかのごとくに

述べている。Macmillan,rんιZ″ 物JιJαπ D滋万θs,p.606。しかし,エ リソンによれ

ば,世 界銀行総会に同行していたイングランド銀行代表は,「閣僚達がプレスに

対して自由に語った結果,大 いにその筋の意向を受けたリーク」があったと述べ

てレヽる。BOE OV47/7,Sir George Bolton(WashingtOn)to the Bank of England,

Oct.1956,quoted in Ellison,Dレ"″zグ″g Eπ″″ι,p.80.次章で見るような,そ の

後の相当に強引な形での Plan Gの対外的公表の仕方からいって,マ クミランと

ソーニクロフトによる閣内の反対論を封じ込めるための既成事実化の意思が働

いていたのであろうと推測するのが自然であろう。
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